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 サプライチェーンと標準化  

本章のはじめに、サプライチェーンと標

準化の関係を見ていこう。前章で説明した

DVD プレーヤーの標準化においては、DVD

プレーヤーの部品を造っている部品会社が

利益を挙げたこと、DVD プレーヤーを製

造・販売する会社は価格競争に巻き込まれ

て、大きな利益を挙げることができなかっ

たことを説明した。 

この DVD プレーヤーが消費者に届くま

でには、プラスチックや鉄から部品を造る

工程、部品を仕入れて組み立てる工程、販

売店に届ける工程、消費者に販売する工程

がある。このような一連の工程はサプライ

チェーンと呼ばれている。そして、DVD プ

レーヤーの事例にて見られるように標準化

によって、サプライチェーンの中で、利益

が得られる工程と、そうでない工程が存在

する。この点を理解することは、標準化を

ビジネスと結びつけて考える上で、重要で

ある。 

スライドに示す図はサプライチェーンの

基本的な概念を示している。図の下部に示

す原材料は、図の中央部の部品の一部とし

て用いられ、部品は図の上部の最終製品の

一部として使われる。このように、原材料

や部品が最終製品に向かって流れていくよ

うに見えるため、川の流れに見立てて、原

材料側を上流、最終製品側を下流と呼んで

いる。 
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ここからは、図の中央に位置する赤色の

部分、この赤色で示す部品を自社が造って

いると仮定して、説明しよう。次のスライ

ドの図のように半透明の青い範囲を標準化

したとする。自社が製造している部品の範

囲を標準化すれば、他社も同じ部品を造る

ことが可能になる。やがて部品市場に多く

の企業が参入し、価格競争が始まる。自社

製品であっても、他社製品であっても、安

い価格で提供しなければ製品が売れ残って

しまう。自社だけでなく他社の利益も減少

していく。では、どのような企業が利益を

得るのだろうか。事例を基に説明しよう。 

 光コネクタ 

光コネクタは、日本の技術力が世界をリ

ードしている分野である。光コネクタに関

する国際標準は数多くあり、ISO/IEC の国

際標準でも 20 程度ある。この中で、半分以

上は日本が提案した標準であり、これを中

心的に行っているのが NTT（Nippon 

Telegraph and Telephone：日本電信電話）

と、日本の企業である。日本の企業として

は、コネクタ自体を造っているコネクタメ

ーカーや、電話交換機を製造しているメー

カー、コンピューターを造っているメーカ

ーなど、色々な業界に属する企業が関わっ

ている。 

スライドに示す図は、光コネクタの中で

も、電話回線に関連する交換機系の光コネ

クタの事例である。この図で示す光コネク

タを、NTT とコネクタメーカーが共同で開
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発した。コネクタメーカーは、少しでも多

く売りたいから、コネクタを標準化して市

場を拡大しようとする。そして、標準化が

なされると、コネクタの販売数は増える。 

一方、NTT は、コネクタを共同開発した

企業が造ったコネクタを買う必要はない。

標準のコネクタであれば、どの企業が造っ

たものであっても構わない。さらに、もう

一歩踏み込んで説明すると、NTT はコネク

タを調達しない、買うことはないのであ

る。NTT が調達するのは交換機であって、

コネクタを調達するのは交換機を製造して

いるメーカーである。 

NTT にとってみれば、コネクタの仕様が

複数あると交換機が使い難くなるので、コ

ネクタは標準化されている方が便利であ

る。このような思惑により、NTT は標準化

を積極的に進めるし、標準化した製品が普

及することを目論む。普及のために標準化

だけでなく、NTT は共同開発から生じた特

許を、共同開発に参加していない企業にラ

イセンスし、丁寧に技術指導まで行なって

いる。適正なコネクタが造られて、普及す

ることを手助けしているのである。 

NTT がこのような特許のライセンスと技

術指導を行うと、どのようなことが起こる

のだろうか。NTT からライセンスと技術指

導を受けたコネクタメーカーが、多くの製

品を売り出すだろう。このメーカーはコネ

クタに関する研究開発費を負担していない

ので、安い価格で売り出すことができる。

そうなると、共同開発に参加したコネクタ
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メーカーは研究開発費をコネクタの価格に

転嫁できないため、利益を得ることができ

なくなる。このような事象だけみると、標

準化の失敗と言えるだろう。 

しかし、このようなことが起こること

は、共同開発に参加したコネクタメーカー

からすれば、当初から解っていたことであ

る。NTT と共同開発を始める前に、NTT が

他のコネクタメーカーへ特許をライセンス

し、技術指導を行うことを、共同開発契約

などで合意しているからである。 

ここで深く考えて欲しいことは、なぜ、

共同開発に参加した企業が、標準化に協力

するのかである。 

共同開発に参加した企業は、コネクタの

製造・販売によって利益を得るのではな

く、他の部品の製造・販売によって利益を

得ようとしているのである。他の部品と

は、標準化されていない特殊な部品であっ

て、NTT が利用を指定し、交換機メーカー

が購入しなければならない部品である。コ

ネクタの標準化に参加する企業は、NTT や

交換機メーカーが事業を拡大する中で、標

準化していない部品の利用を売り込み、そ

れを調達してもらえる関係を NTT や交換機

メーカーと構築するため、標準化活動に積

極的に参加していたのである。そして、こ

の事業が活性化し、ネットワークが広がる

と、NTT や交換機メーカーは特殊部品をよ

り多く購入することになり、共同開発に参

加した企業は開発に費やした費用を回収で
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き、長期的に利益も得られる仕組みが構築

できるのである。 

このようなことを事前に想定していたか

らこそ、コネクタメーカーは利益が得られ

ないことを承知で、コネクタの標準化に参

加するというビジネス上の判断を行ったの

である。 

ここであげたコネクタメーカーのよう

に、標準化の効果を正しく理解している企

業は良いのだが、自社の製品を標準化して

市場が広がれば「儲かる」と誤解している

企業も見受けられる。このような誤ったこ

とを覚えないために、サプライチェーンの

どの部分に標準化の影響が及ぶのかという

ことを、正しく理解しておく必要がある。 

ここで、光コネクタの事例から得られる

含意をまとめてよう。サプライチェーンの

中で自社製品が位置する部分を標準化する

と、他社参入と価格競争が起こり、市場は

広がるが利益は得られなくなる。一方、自

社製品より上流側に位置する企業は、市場

の広がりにより販売数量は増え、且つ、価

格競争も起きないので多くの利益を得られ

る。加えて、下流側に位置する企業は、原

材料や部品などの購入品の価格が下がるた

め、競合他社との価格競争がなければ多く

の利益を得ることができる。 

誤解を恐れずに、もう少し簡単に述べる

と、標準化がサプライチェーンに及ぼす影

響は、上流側と下流側の企業が儲かり、標

準化が行われた所は儲からなくなってしま

うのである。 
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 上流側の標準化 

では、サプライチェーンの中で、どこを

標準化すればよいのだろうか。まず考えら

れることは、自社製品の市場では標準化し

ないことである。 

そして、自社製品を造る時に用いる材料

や部品について、可能であれば標準化する

のである。要するに、サプライチェーンに

おいて、自社製品が位置する場所より上流

側を標準化し、価格競争を起こすのであ

る。自社に材料を供給する、部品を供給す

る上流側を標準化すれば、多くの企業が同

じ物を造り価格競争が起きる。そうする

と、材料や部品の販売価格が下がるため、

自社は材料や部品の購入コストを下げるこ

とができる。購入コストが下がった分だ

け、利益として計上するか、それとも販売

価格を下げるかという判断を下すことがで

きるのである。 

一見すると、自社は競争優位な地位を築

けるように思える。ただし、重要なポイン

トがあるのを忘れてはならない。標準化に

よって、自社の購入コストは下がるが、競

合他社の購入コストも下がるのである。上

流側の標準化で価格競争が起こり、材料や

部品の販売価格が下がると、自社だけでな

く、他社もこの材料や部品を安い価格で買

えることになる。購入コストが下がった分

だけ、自社が販売価格を下げると、同じよ

うに競合他社も販売価格を下げることがで

きるのである。コストダウンはできても、

コストリーダーシップは取れないのであ
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る。すなわち、上流側の標準化により材料

や部品の価格が下がったとしても、自社と

競合他社の購買条件は同じであるため、自

社が競争優位な地位に就くことはできない

のである。 

ここでもう一つ考えて欲しいことは、上

流側の標準化といっても、どのような範

囲、あるいは、どのような地域を対象に標

準化をするのかである。 

国境を越えて標準化、すなわち世界標準

とすれば、世界中でコストダウンができる

が、先進国だけでなく新興国の競合企業も

製品価格を下げるであろう。これに対し、

日本においてのみ、標準化してコストダウ

ンを行えば、日本の競合企業だけが製品価

格を下げるであろう。さらに、自社の系列

企業だけで標準化してコストダウンすれ

ば、自社だけが販売価格を下げることがで

きるであろう。ただし、世界標準と日本標

準、系列標準、三つの標準のコストダウン

効果を比べると、世界標準が最も大きく、

系列標準が最も小さくなる。この標準化す

る地域と効果のバランスを、どのようにす

るか。これが上流側を標準化するときの大

きなポイントである。 
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 下流側の標準化 

次に考えられるのは、自社製品が部品と

して組み込まれる最終製品を標準化するこ

とである。サプライチェーンにおいて、自

社製品が位置する場所より下流側を標準化

し、市場の拡大を起こすのである。下流側

を標準化すれば、下流側の製品の価格競争

が生じ、販売価格が下がることによって下

流側の市場が拡大する。そうすると、下流

側企業へ販売する自社製品の販売量が増

え、且つ、自社製品は価格競争には巻き込

まれないことになる。当然、自社の利益は

増えることになる。 

一見すると、自社は競争優位な地位を築

けるように思える。ただし、重要なポイン

トがあることを忘れてはならない。下流側

を標準化して下流側の市場拡大が起こると

いうことは、下流側の製品の差別化を犠牲

にしていることである。下流側の製品を製

造・販売している企業は、製品の差別化が

出来ずに価格競争に巻き込まれていく。そ

して、価格競争の激化によって、下流側の

製品の販売価格の下落が止まらなければ、

事業収支が赤字になってしまう。赤字に転

落することを防ぐために、下流側企業は材

料や部品の購入コストを下げることにな

る。そうすると、下流側企業は自社に対し

「部品の販売価格を下げろ」と要求するだ

ろう。 

要求を拒絶できるか、それとも受け入れ

ざるを得ないかは、自社の置かれた競争状

態によって定まる。例えば、自社製品が用
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いる技術に関して丁寧に特許を出願・権利

化を行い自社製品で市場を独占していれ

ば、下流側からの要求は拒絶することがで

きる。拒絶したとしても、下流側企業は部

品を他社から購入することができないから

である。他にも、他社が真似できない高い

技術力を有しており、自社製品で市場を独

占していれば、同じように下流側からの要

求は拒絶することができる。 

ところが、自社が市場を独占しておら

ず、競合他社が自社製品と同じような製品

を販売していれば、下流側からの要求を拒

絶することはできず、価格を下げざるをえ

ない。拒絶すると、下流側企業は自社の部

品を買わなくなり、競合他社の部品を購入

するからである。 

したがって、下流側を標準化するか否か

は、自社製品が、どのような競争状態に置

かれているかを把握して判断することが重

要である。競合企業が沢山いるような状態

であれば、下流側を標準化すると、返って

自社の利益が減ってしまう可能性がある。 

 標準化の可能性 

サプライチェーンの上流側や下流側の標

準化について説明してきたが、現実的に

は、自社が特殊な地位に居なければ、ある

いは、特別な状況になければ、このような

上流側や下流側の標準化は殆ど不可能であ

る。 

上流側を「標準化しよう」、下流側を「標

準化しよう」と自社が発言しても、上流側
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や下流側の企業は、価格競争に巻き込まれ

て利益が減少する可能性が高いため、標準

化に協力はしない。むしろ、標準化を阻止

するであろう。もちろん、上流側や下流側

の標準化を成しえた事例はあるが、どちら

かと言うと、色々な外的要因が偶然に重な

って標準化ができた事例が多い。一つの企

業が自社の利益増大を目的に標準化活動を

行い、標準化を実現することは、殆ど不可

能であろう。 

ただし、例外もある。材料や部品の調達

について極めて優位な立場を構築している

企業の標準化である。例えば、系列の結び

つきが強い自動車メーカーであれば、系列

傘下の部品メーカーに対して「部品を標準

化する」「標準に適合しない部品は購入しな

い」と宣言すれば、部品メーカーは標準化

に協力せざるをえない。複数ある部品メー

カーの中で、１社だけが標準化活動に参加

しなければ、その部品メーカーにとって不

利な条件の標準が定められる場合もある。

このような調達優位な立場にある企業、例

えばトヨタ自動車や NTT などが、サプライ

チェーンの上流側に対し標準化を呼び掛

け、実現する場合がある。  
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 インターフェースの標準化  

サプライチェーンの中で自社が置かれる

位置より上流側でもなく、下流側でもな

く、そして、価格競争に巻き込まれない標

準化とは、どのような領域にあるのだろう

か。競合他社や、業界に属する企業と協調

することなく、自社だけで推進できる標準

化活動とは、どのようなやり方なのであろ

うか。 

現在の状況下において、考えられる標準

化の手立て、すなわち標準化戦略は、自社

製品を跨いで上流側と下流側を繋ぐ標準で

あろう。インターフェース標準と呼ばれる

ものである。 

インターフェースの標準化であれば、他

社の協力を得なくても、自社だけで推進す

ることができる。もちろん、他社も標準化

活動を推進してくる。したがって、デファ

クト標準と同じような標準化競争となるた

め、自社が積極的に標準を提案することが

重要である。 

 デジタルカメラ用のファイルフォーマット 

自社製品が周辺の市場と繋がるために、

インターフェースを作り、これを標準化す

るというのが、最も解り易い事例の一つで

あろう。このような事例として、デジタル

カメラ用のファイルフォーマットがある。

以下に、この事例を詳しく見ていこう。 
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デジタルカメラ、今ではデジカメとよば

れているが、発売された当初はパーソナル

コンピューターの周辺機器の一つであっ

た。風景や人物などをデジカメで撮影する

と、その後はデジカメに保存されたデータ

をパソコンに取り込んで、パソコンのモニ

ターで写真を確認し、パソコン用のプリン

ターで印刷する。このような機器であっ

た。 

当初のデジカメは液晶画面を備えていな

かった。デジカメで写真を撮っても、自宅

やオフィスに帰ってパソコンに取り込むま

で、どのような写真が撮れたのか解らなか

った。写真を撮って、その場で確認できな

いことは、フィルムカメラと同じであっ

た。このように、デジカメはパソコンが無

ければ実質的に使用できないため、パソコ

ンの周辺機器として発展したのである。 

世界で初めてデジカメを造ったのは米国

のコダック社であったが、製品化を実現

し、世界市場を奪ったのは日本の企業であ

った。市場を奪う過程において、デジカメ

のインターフェースについて標準化が行わ

れた。それは、デジカメで撮影したデータ

を保存する方法、すなわち記録フォーマッ

トである。デジカメが普及し始めたころ、

デジカメ用の記録フォーマットは二つあ

り、一つは米国企業が提案した方式、もう

一つは日本企業が提案した方式であった。 

米国のコダック社とポラロイド社が共同

で開発したのが、フォト CD と呼ばれる記

録フォーマットである。非常に解像度が高
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いフォーマットであり、極めて綺麗な画像

を記録することができた。ただし、直接デ

ジタルで撮影するためではなく、撮影した

ネガフィルムをスキャニングしてデジタル

化することを想定して作られたフォーマッ

トであったため、解像度が高い分、記録容

量が大きくなることが問題であった。これ

に対し、日本の富士フィルムとキヤノンが

共同で開発したのが、DCF/Exif と呼ばれる

記録フォーマットである。フォト CD と

DCF/Exif、二つの記録フォーマットが提案

されたが、最終的にデジカメの記録フォー

マットとして標準となったのは DCF/Exif で

ある。フォト CD は記録容量が大きいこと

が問題となり、選ばれなかったのである。

当時の技術水準では、容量の大きなメモリ

をデジタルカメラに搭載することが出来

ず、且つ、メモリに大容量の情報を記録す

ると、記録に掛る時間が長くなってしまう

ためである。その後、フォト CD は、綺麗

な画像を残せるという利点を生かし、業務

用として利用されることになった。 

デジタルカメラの記録フォーマットで留

意すべき点が一つある。DCF/Exif が標準と

なったため「日本のデジカメが世界で売れ

るようになった」というような標準化の宣

伝文句を見かけることがある。本当だろう

か。日本のデジカメが世界を席巻できた主

な要因は、日本企業のカメラ技術やレンズ

技術が優れていたからである。記録フォー

マットが米国の提案であろうと、日本の提

案であろうと、統一されて普及し標準化さ
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えすれば、デジカメの市場が世界中に広が

る。性能と価格、品質にて競争優位にあっ

た日本のデジカメが、日本の市場から、世

界の市場へ標準化を通して広がっただけで

ある。 

記録フォーマットというインターフェー

スの標準化は、日本だけでなく世界中へと

いうように、地域に関して市場を広げた。

もう一つ、興味深いインターフェース標準

がある。この標準は需要者層に関して市場

を広げたのである。 

歴史を振り返って、デジカメ市場が広が

った最大の要因を考えてみて欲しい。おそ

らく、デジカメをパソコンから独立させた

ことであろう。もちろん、独立させるため

に作られた標準がある。この標準は DPE

（Development Printing Enlargement）ショッ

プにデータを持ち込むための標準、DPOF

（Digital Print Order format）と呼ばれる標準

がある。 

一般的にデジカメで撮影した画像は、デ

ジカメに搭載されているメモリカードに記

録される。発売初期と比べるとメモリカー

ドの容量が増え、デジカメの最大撮影可能

枚数も増た。そうすると、多くの人はデジ

カメで沢山の写真を撮影するようになり、

メモリカードには印刷したい画像と、そう

でない画像が記録・保存されることとなっ

た。そこで、画像一つひとつに対し、印刷

する・しない、何枚印刷するといった情報

をメモリカードに上書きする記録フォーマ

ットができた。これが DPOF である。これ
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によって、印刷する・しないなどの指定に

ついて、デジカメの操作だけで指定できる

ようになった。DPOF が出来たおかげで、

パソコンを持っていない人でもデジカメを

使うようになった。撮影に使ったデジカメ

を、DPE ショップに持ち込むだけで、お店

で直ぐに印刷できる仕組みが構築されたの

である。標準ができた当時、今日と比べる

とパソコンの販売価格は高く、誰もがパソ

コンを持っている状況ではなかった。この

ような時代に、パソコンを持っていない人

達であっても、デジカメを使うことが出来

るようにしたのである。この標準と仕組み

によってデジカメの市場が大きく広がっ

た。インターフェース標準が市場を広げた

典型的な事例である。 

DPOF と同じような標準が、もう一つあ

った。デジカメと家庭用のプリンターを直

接繋ぐ通信規格、PictBridge と呼ばれる標準

である。これがあればパソコンが無くても

プリンターだけあれば、デジカメの写真を

印刷することができる。ただし、PictBridge

というインターフェース標準は、デジカメ

側のニーズではなく、プリンター側のニー

ズとして設計・開発されたものである。今

日の家庭用のプリンターは、他の家電製品

と比べても、非常に安い価格で売られてお

り、メーカー側の利益の少ない製品になっ

ている。このため、少しでも高い価格でプ

リンターを販売したいという思惑があり、

PictBridge を搭載したデジカメ専用のプリン

ターを製品化したのである。色々なデジカ
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メ専用プリンターが売り出されたが、残念

ながら、あまり売れることはなかった。市

場が広がる現象が起きなかったのである。

パソコンを持っておらず、デジカメだけ買

った人は、専用のプリンターを買って印刷

などせずに、DPE ショップにカメラやメモ

リを持って行きプリントした方が、断然、

お得でお手軽だということを知っていたの

である。要するに、PictBridge というインタ

ーフェース標準は市場を広げるという効果

をもたらさなかった。 

 メモリカード 

インターフェース標準を理解するため

に、適切な事例の一つとしてメモリカード

がある。以下、メモリカードの標準化につ

いて説明しよう。 

デジタルカメラやスマートフォンに差し

込まれている SD メモリカードや microSD

メモリカードを見たことがあるだろう。こ

れらはメモリカードと呼ばれる電子製品で

ある。形状はカード型であり、カードの中

にデータを記録したり消したりすることが

可能なメモリと呼ばれる部品が格納されて

いる。メモリには色々な物があるが、SD メ

モリカードなどに格納されているのは、フ

ラッシュメモリと呼ばれるメモリ。このフ

ラッシュメモリは、SD メモリカードだけで

なく、色々な形状や方式のメモリカードに

用いられている。 

フラッシュメモリを開発したのは東芝で

ある。東芝は、フラッシュメモリの用途を
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広げるために、デジタルカメラやパソコン

に差し込めるカード型の筐体に、フラッシ

ュメモリを搭載することを企画した。そし

て、製品化されたのがスマートメディアと

呼ばれるメモリカードである。 

これに対して米国のサンディスク社は、

フラッシュメモリを製造するために東芝か

ら技術供与を受けた。そして、フラッシュ

メモリを搭載したコンパクトフラッシュと

呼ばれるメモリカードを製品化した。 

東芝のスマートメディアとサンディスク

のコンパクトフラッシュを比べると、コン

パクトフラッシュには集積回路からなるコ

ントローラーが搭載されているのに対し、

スマートメディアにはコントローラーが搭

載されていない。 

スマートメディアとコンパクトフラッシ

ュ、両メモリカードに搭載されているフラ

ッシュメモリは、パソコンに搭載されてい

るハードディスクに比べると、書き換え可

能回数が少なく、製品寿命は短い。頻繁に

記録と消去を繰り返していると、使用不可

能になってしまう。そこで、コンパクトフ

ラッシュでは、フラッシュメモリが有する

記録領域の中で、同じ個所を繰り返し使わ

ないように、順次異なる場所を使うように

コントローラーが自動制御して、フラッシ

ュメモリの寿命を延ばしているのである。 

一方で、スマートメディアは、コントロ

ーラーを搭載していないので、生産コスト

を抑えることができる。コントローラーの

主要部品は半導体チップである。今日と比
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べると、2000 年頃の半導体チップは高額な

部品であったため、スマートメディアの方

が総合的に優れていると考えられていた。 

東芝のスマートメディアに対抗するよう

に、富士フイルムとオリンパスは共同で、

スマートメディアと同じようにコントロー

ラーを搭載していない XD ピクチャーカー

ドと呼ばれるメモリカードを製品化した。

XD ピクチャーカードは、スマートメディ

アよりも、外形を小さくし、且つ、書き込

みと読み出し速度を高速化したものであっ

た。富士フィルムとオリンパスのデジカメ

用のメモリカードとして普及していった。 

東芝のスマートメディアと、富士フィル

ムらの XD ピクチャーカードには、コント

ローラーが搭載されていないため、このま

までは、書き込みと消去の繰り返しにより

寿命が短くなってしまう。そこで、カード

が差し込まれるデジカメやパソコンなどの

機器にソフトウエアをインストールして、

コントローラーの役割を担わす仕組みにし

ていた。ただし、コントローラーを搭載し

たコンパクトフラッシュと比べると、どこ

のメーカーが造った製品であっても同じよ

うに作動することがなく、互換性という品

質が安定していなかった。 

韓国や台湾企業の半導体チップが世界中

に流通し始めると、半導体チップの価格が

下落し、メモリカードにコントローラーを

搭載しても、生産コストに大きな影響を与

えなくなった。互換性という品質が安定し

ているコンパクトフラッシュの方が、競争
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優位な立場になりつつあった。このような

状況下で、コンパクトフラッシュと同じよ

うなコントローラーを搭載したメモリカー

ドをソニーが製品化した。メモリスティッ

クと呼ばれる製品である。ソニーは、パソ

コンやデジカメ、カムコーダーなどの自社

製品にメモリスティックなどを使いながら

消費者の利便性を向上させ、AV 機器などを

全てソニー製品で統一させる、いわゆる囲

い込み戦略を展開していた。 

ソニーの囲い込み戦略に対抗すべく製品

化されたのが、松下電産と東芝、サンディ

スクが中心となって標準化を進めた SD メ

モリカードである。統一化が図られずに、

市場に何種類ものメモリカードが存在する

のは好ましくないと考え、既に製品化され

ていたマルチメディアカードとの互換性を

保ちながら標準化を進めていった。 

メモリスティックと SD メモリカード、

二つのメモリカードがデファクト標準化競

争を繰り広げることになったが、決着がつ

くことなく競争は終わった。要因は、また

もや互換技術の出現であった。マルチカー

ドリーダーと呼ばれる製品、すなわち、メ

モリスティックでも、SD メモリカードで

も、そしてコンパクトフラシュでも差し込

めて、USB（Universal Serial Bus）を経由し

てパソコンにつなげば、データの読み出

し、書き込み、消去ができる便利な製品が

発売された。比較的安価で入手できるマル

チカードリーダーを一つ持っていれば、デ

ジカメにメモリスティックが使われていよ
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うが、SD メモリカードが使われていよう

が、消費者にとっては大きな問題とはなら

なくなったのである。 

その後、マルチカードリーダーの利用も

不要とする新たな技術が現れた。メモリカ

ードの容量増大と通信速度の高速化とい

う、二つの技術である。フラッシュメモリ

の技術改良が進み、メモリカード一枚あた

りの記録容量は大幅に増大した。10 年ほど

前は、デジカメで 30 枚ほど撮影するとメモ

リカードの記録容量を使い果たしてしま

い、カードを交換しなければならなかっ

た。しかし、今日では、メモリカードの容

量が拡大し、カードを交換する必要性が殆

どなくなった。例えば 400 万画素のデジカ

メに 32GB のメモリカードを入れれば、カ

ードに保存できる写真の枚数は 1 万枚を越

えるので、カードを交換する必要は全くな

い。加えて、デジカメとパソコンを、ケー

ブルで直接つないでデータを転送するとき

の通信速度が高速化し、USB3.0 と呼ばれる

インターフェースが普及した。更に、無線

通信、いわゆる Wi-Fi のシステムを搭載し

たデジカメも普及した。そうすると、メモ

リカードはデジカメに差し込んだまま、取

り出すことなく、撮影したデータを USB3.0

や Wi-Fi を通して、パソコンやプリンター

さらには、クラウドサービスへ転送するよ

うになった。 

こうして、一般的なデジカメの消費者に

とっては、デジカメに、メモリスティック

が差し込まれていようと、SD カードが差し
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込まれていようと、どちらでも構わないよ

うになったのである。カードを取り出し

て、パソコンにつなげることを行うのは、

プロやハイアマチュアの写真家だけになっ

たのである。このようにして、メモリカー

ドの標準化競争は終焉したのである。 

ここまでは、メモリカードの標準化競争

について、始まりから終焉まで、時代を追

って説明してきた。ここからは、ビジネス

の視点をもって、メモリスティックと SD

メモリカードの標準化を、振り返ってみよ

う。 

初めに着目するのは特許である。メモリ

スティックと SD メモリカード、両カード

とも多くの技術が用いられていたため、何

らかの特許は使わざるを得ない状況であっ

た。ところが、SD カードは、特許を無償開

放していた。どのような企業であっても、

そのカードのユーザーが集まったフォーラ

ムに加入し会費さえ払えば、自由に特許技

術を使って、SD メモリカードや、読取装置

（カードリーダー）を製造・販売すること

ができた。一方、メモリスティックは、ソ

ニーが特許を厳格に管理し、数十万円の初

期費用と、一台あたり 80 円のライセンス料

の支払いを条件に特許技術の利用を許諾し

ていた。このようにメモリスティックと SD

メモリカードは、特許のライセンスのやり

方、特許戦略が異なっていた。 

戦略の違いは、どのような影響を及ぼし

たのであろうか。SD メモリカードは、特許

を無償開放しており、特許技術を気にする
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ことなく、自由に製造・販売することがで

きるため、多くの企業が製造・販売を開始

した。そして、価格競争が起きて販売価格

が下落するものの、販売数量は伸びて、標

準化競争においては優位な立場を取れた。

デファクト標準となる直前まで市場シェア

を伸ばしたと言っても良いであろう。ただ

し、やはり販売価格が下落したことによ

り、SD メモリカードを製造・販売する企業

は、利益を得ることができない状況に陥っ

た。一方、メモリスティックを製造する企

業は少なく、標準化競争では劣勢に立たさ

れた。ところが、SD メモリカードに比べる

と、販売価格は下落しなかった。そうする

と、メモリスティックを製造・販売する企

業の方が、利益を得ていた可能性もある。

少なくとも、ソニーについては、その可能

性は大きいだろう。 

では、最も利益を挙げたのは、どの企業

だろうか。まず、サプライチェーンの節で

説明した図を思い出して欲しい。最終製品

が標準化され市場が拡大すると、部品を供

給する企業にメリットが出る場合がある。

特に、独占供給する部品であればある程、

メリットが出るということを説明した。こ

れを思い出して欲しい。 

スティックメモリと SD メモリカード、

この二つは外形や仕様は異なるが、同じ部

品を使っている。その部品はフラッシュメ

モリである。そして、フラッシュメモリを

製造・販売しているのは、「東芝」と「サン

ディスク」である。標準化競争で、スティ
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ックメモリと SD メモリカード、どちらが

勝利しようとも、どちらが優位に立とうと

も、東芝とサンディスクは利益が得られる

仕組み、ビジネスモデルを作りあげたので

ある。 

したがって、メモリカードの初期の頃

は、具体的にはスマートメディアの頃は東

芝も標準化競争を主導していた。しかし、

途中で東芝は標準化競争を主導することは

辞めたのである。東芝は SD メモリカード

の製造・販売を行っているが、ソニーのメ

モリスティックが標準化競争に勝利したと

しても、フラッシュメモリの供給によって

利益が得られるという手を講じていたので

ある。 

また、サンディスクの戦略も着目すべき

である。サンディスクは、パソコンや AV

機器などを製造・販売している東芝と違

い、フラッシュメモリとメモリカードだけ

を製造・販売している。事業領域がメモリ

だけであるので、サンディスク製のフラッ

シュメモリを内蔵したメモリスティック、

SD メモリカード、ピクチャーカードなど、

あらゆるメモリカードを製造し、サンディ

スクブランドとして販売した。標準化競争

で、どの方式が勝利しても、どの方式が市

場シェアを高めたとしても、サンディスク

のフラッシュメモリ事業だけでなく、サン

ディスク製のメモリカード事業でも利益が

得られるようなビジネスモデルを構築した

のである。構築の背景には、サンディスク

はメモリ製造の専業メーカーであるため、
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製造規模に基づく生産コスト競争では優位

に立てることを積極的に活用したのであ

る。先進国企業であっても、価格競争を受

け入れて利益を得る仕組みを構築する、い

わゆるビジネスモデルを構築するという、

優れた競争戦略であろう。 

 IEEE1394 vs USB 
先ほど説明した USB は、パソコンと周辺

機器、例えばメモリカードやデジカメ、マ

ウスなどを繋げるために、誰もが使ってい

るだろう。この USB にも標準化競争があっ

た。 

USB はインターフェースの規格であっ

て、米国のインテルがパソコンのために作

ったものである。詳しく述べると、当初は

USB1.0 と呼ばれており、主にキーボードや

マウスを繋げるために用いられ、今と比べ

ると、通信速度は低速であった。通信速度

が高速な規格として、米国のアップルとソ

ニーが中心となって開発した IEEE1394 と

いう規格がある。当時、CPU（Central 

Processing Unit：中央処理装置）だけでなく

マザーボードも造っていたインテルは、低

速領域は USB1.1、高速領域は IEEE1394 を

用いていた。したがって、インテルのマザ

ーボードを用いたデスクトップパソコンに

は、USB1.1 と IEEE1394 の差込口が備えて

あった。加えて、台湾企業もインテルのマ

ザーボードを模倣して造っていたため、市

販に流通しているパソコンの殆どに USB1.1

と IEEE1394 の差込口が備えてあった。 
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このような状況下において、IEEE1394 に

用いられている特許技術についてライセン

ス料を徴収するということをアップルが宣

言した。宣言の中には、徴収する特許料の

「額」や「料率」は説明されていなかっ

た。 

アップルの宣言の後に、インテルはマザ

ーボードに IEEE1394 の搭載を止めてしま

った。インテルはマザーボードの生産・販

売で利益を得ることは考えておらず、マザ

ーボードに搭載される CPU の生産・販売で

利益を得ていた。インテルの CPU が搭載で

きるマザーボードを普及させるために、な

るべく安いコストでマザーボードを造れる

ようにしたいと考えていたインテルは、特

許料を取られるような技術は採用しなかっ

たのであろう。 

そして、インテルは USB1.1 を高速化し

た USB2.0 を製品化した。IEEE1394 が無く

ても、パソコンと周辺機器が使えるような

環境を整えたのである。そうして、インテ

ルのマザーボードから IEEE1394 の差込口

が消え、USB2.0 だけとなった。台湾企業の

マザーボードも、同じように IEEE1394 が

消え USB2.0 だけとなった。したがって、

IEEE1394 を備えるパソコンは激減し、

USB2.0 が主流となった。 

その後、インテルは USB2.0 を更に高速

化し、IEEE1394 よりも高速で通信できる

USB3.0 を製品化した。今では、あらゆるイ

ンターフェースが USB になったと言える。 
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少しまとめると、インテルが作った USB

というインターフェースは、市場を席巻

し、デファクト標準となった。デファクト

標準となる過程において、標準製品から特

許料を徴収するというアップルの特許戦略

が絡んでいたのである。 

では、IEEE1394 は、その後どうなったの

だろうか。IEEE1394 は、今でもアップル製

品やソニー製品に使われている。アップル

は FireWire という呼び名でアップル製品に

搭載しており、ソニーは i.LINK という呼び

名で製品に搭載している。なぜ、アップル

とソニー、2 社だけ IEEE1394 を使っている

かと言うと、2 社は IEEE1394 の特許を有し

ているため、クロスライセンス契約により

特許料を払う必要がないのである。 

アップルやソニー、特にアップルは標準

に合わせて市場を広げるというよりも、独

自のインターフェースによって自社製品を

揃えさせる、いわゆる囲い込み戦略を駆使

する企業である。だからこそ、USB を使わ

ず、アップルしか使えない FireWire を使う

ことが、企業の強みとなっている。  
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 モジュール化のためのインターフェース標準  

前節では、自社製品の市場を拡大させる

ために、インターフェースの標準化を行う

ことを説明した。ところが、インターフェ

ースの標準化には、もう一つ大きな役割が

ある。それはモジュール化である。 

一つの製品は、いくつかの部品をはめ込

んだり、接合したり、繋ぎ合わせたりして

出来ている。この「はめ込み」や「接合」、

「繋ぎ合わせ」の箇所は、いわゆる「すり

合わせ」と呼ばれる高度な技術を用いて造

られるものが多いが、ここを標準化するこ

と、これもインターフェース標準である。

そして、一つの製品の中でインターフェー

ス標準を作ると、部品ごとに設計し生産す

ることができるようになる。そうすると、

自社と他社が事前の打ち合わせをしなくて

も、他社が設計し生産した部品を用いて自

社製品を造れるようになる。このように製

品の中にインターフェース標準を作り、第

三者が設計・生産した部品でも使えるよう

にすることを、モジュール化という。 

寸法が大きな製品でも、精密な製品で

も、その中にインターフェース標準が沢山

作られると、他社が造った部品を購入し

て、繋ぎ合わせることで製品が出来てしま

う。一つの製品の中に存在するインターフ

ェース標準の数が多ければ多いほど、部品

の単位は小さくなる。 

このように、一つの製品の中にインター

フェース標準を数多く造り、モジュール化
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を推し進めると、部品の設計・製造に関し

て参入する企業が増えてくる。標準化によ

り参入企業が増えることは、前章までに数

多く取り上げたが、そのような標準化事例

と比べても、モジュール化による新規参入

企業数は多くなる。なぜ、このように多く

なるのだろうか。 

第１章で説明した、自転車の事例を思い

出して欲しい。自転車は徹底的に標準化さ

れた製品であると説明した。ここまで述べ

たことを加えて、もう少し詳しく説明する

と、自転車は、自転車という一つの製品の

中に、インターフェース標準を数多く作

り、徹底的にモジュール化した製品であ

る。そして、自転車という製品を造る技術

がなくても、自転車を生産するという資本

を有していなくても、部品さえ造る技術が

あれば、部品を生産するという小さな資本

さえあれば、参入できるのである。例え

ば、自転車の部品の一つであるグリップの

事業に参入しようとすれば、ゴムに関する

技術さえあればよく、ゴム製品を造る金型

と成型機、ゴムの原材料を購入する資金さ

えあればいいのである。ハンドルやフレー

ムなどの金属加工に関する技術は必要な

く、自転車を生産するベルトコンベアの設

備を購入する資金も必要ない。 

このように、狭い技術範囲で、且つ、小

さな資本でも、モジュール化された部品の

市場に新規参入することができる。そうす

ると、モジュール化された部品において価

格競争が起きる。部品の価格が下がった分
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だけ、最終製品の価格も下がるため、最終

製品の市場も広がることになる。 

今日のビジネスにおいて、モジュール化

による効果は、極めて重要な課題となって

いる。モジュール化によって莫大な利益を

得る先進国企業もあれば、新興国企業との

価格競争に飲み込まれて撤退せざるを得な

い先進国企業もある。インターフェース標

準化によるモジュール化に対し、企業とし

てどのような手を打っていくか、どのよう

な策を講じていくかは、丁寧に議論しなけ

ればならない。 

 カセットボンベの標準化 

インターフェース標準によるモジュール

化の事例として、カセットコンロに用いら

れるカセットボンベを取り挙げて説明しよ

う。 

カセットコンロは、カセットボンベから

供給する LP ガスを燃料とし、持ち運び可

能な卓上用ガス焜炉である。すき焼きや石

狩鍋、ちゃんこ鍋などの時に、家庭だけで

なく飲食店でも使われている製品である。

カセットコンロは 1969 年に岩谷産業が製品

化した。岩谷産業は LP ガスの供給メーカ

ーでもあるため、カセットコンロだけでな

く、カセットボンベの生産も行っている。

そして、1980 年頃までは、岩谷産業製のカ

セットコンロには、岩谷産業で造られたカ

セットボンベだけが用いられていた。 
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カセットコンロの認知度が上がる契機に

なったのは、1978 年に発生した宮城県沖地

震である。死者 28 人、負傷者は 1 万人を超

え、建物の全半壊は 7400 戸、仙台市や塩釜

市、石巻市などの都市ガス供給ラインも被

害を受け、約 14 万戸が供給停止状態となっ

ていた。岩谷産業は福祉施設などに対しカ

セットコンロとボンベを無償提供し、都市

ガスの供給が止まっている間は、1 本 300

円のカセットボンベを 200 円で販売するな

ど、被災地支援を行った。このようなこと

も相まって、カセットコンロは、社会的な

認知度が上がり、販売台数も伸びた。 

そうすると、同じようなカセットコン

ロ、同じようなカセットボンベを造る企業

が現れた。そして、消費者の中には、岩谷

産業のカセットコンロに、岩谷産業のカセ

ットボンベを用いず、他の企業が造ったカ

セットボンベを使う者も現れた。このよう

な使い方をされると、岩谷産業製のカセッ

トコンロの安全性が保てなくなる。なぜな

ら、他社のカセットコンロとカセットボン

ベの繋ぎ方は、岩谷産業の繋ぎ方と同じで

はないからである。岩谷産業は、他社のカ

セットボンベが使われて、事故が起こって

しまうことを非常に恐れていた。仮に、こ

のような使い方で事故が起こってしまえ

ば、消費者の責任であったにせよ、岩谷産

業に批判や事故の責任の目が向けられてし

まう。このままでは、岩谷産業は大きなリ

スクを抱えてしまうことになる。 
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そこで、岩谷産業は、止む無くカセット

コンロとカセットボンベの間のインターフ

ェースを JIS 規格として標準化したのであ

る。そして、日本石油ガス機器工業会と検

査協会は、カセットコンロやカセットボン

ベの製造業者に対し JIS 規格に準拠した物

を造ることを推奨した。したがって、今日

では、JIS 規格に適合しているカセットコン

ロやカセットボンベが売られている。そし

て、岩谷産業が造ったカセットコンロに、

他社製のカセットボンベが正しく繋がるよ

うになっている。ただし、岩谷産業は他社

製のカセットボンベを繋いだ場合、保証は

していない。検査協会も、カセットコンロ

専用のカセットボンベを使うよう推奨し、

JIS 規格適合品であれば問題ないとは言って

いない。保証していない主な理由は、カセ

ットボンベに充填してあるガスに互換性が

あるか否か、確認されていないためであ

る。カセットボンベの形状が同じでも、中

に入っているガスが同じとは限らない。ガ

スが異なると、燃え方が異なったりして、

安全に使うことができるか解らないのであ

る。 

ただし、カセットコンロとカセットボン

ベの繋ぎ目が標準化されていることは、安

全性だけではなく、ビジネスの点でも重要

なポイントである。消費者行動の実情を見

ると、岩谷産業のカセットコンロに他社製

のカセットボンベを使っている人は少なか

らず存在すると思われる。カセットコンロ

メーカーは、岩谷産業の他に、日本瓦斯や
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ニチネン、東邦金属工業などがある。そし

て、岩谷産業と同じように、各社とも自社

製のカセットボンベを販売している。とこ

ろが、100 円ショップや激安店に行くと、

各社の専用品でないカセットボンベが見受

けられる。いつも売られていると言うこと

は、誰かが購入して、自宅などで使ってい

ると推測される。当然、このようなカセッ

トボンベが使われるのは、上記したような

メーカーのカセットコンロである。 

したがって、標準化によって岩谷産業の

市場シェアは下落した。コンロのシェアは

50%まで下がり、ボンベのシェアは 35%ま

で下がったと言われている。コンロに比べ

ると、ボンベは簡単に造れるので、多くの

企業がボンベ製造に参入した。シェア下落

とともに、岩谷産業の利益は 50%や 35%に

減少したかと言うと、そうではない。岩谷

産業がほぼ市場を独占していた時に、カセ

ットコンロの販売台数は年間 10 万台程度で

あった。ところが、2005 年頃には 250 万台/

年の市場になり、当時の 25 倍まで市場が広

がっている。ボンベは 100 倍の市場規模に

なったと言われている。つまりシェアが半

分や四分の一程度に下がっても、市場が 25

倍、100 倍になるのであれば、利益の総額

は増加するのである。仮に他社が参入して

販売価格が下がったとしても、市場拡大に

よる生産数量が増大したことで、生産コス

トが下がり、競合他社に対し優位な立場に

立てる。岩谷産業は、このようにして大き

な利益を得ているのである。ビジネスは市
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場シェアだけが良い目標とは限らない。シ

ェアが落ちても市場規模が拡大し、そこで

一定のシェアを維持できれば、利益を増大

させることができるのである。 

前節と本節で、自社の事業領域において

インターフェースを作り、これを標準化し

て、利益を得た事例を説明した。ただし、

留意して欲しい点がある。説明した四つの

事例は、いずれもサプライチェーンの中で

着目した企業が位置する場所より、上流側

を標準化した事例である。仮に、下流側の

インターフェースを標準化してしまうと、

価格競争に巻き込まれて利益が得られなく

なるであろう。なぜなら、下流側を標準化

すると、誰でも下流の企業に部品を供給で

きるようになり、新規参入企業が増えてし

まうからである。そうすると、価格競争に

巻き込まれてしまう。 

ビジネスにおいて、下流側の企業に自社

製品だけを調達してもらいたいのが基本で

あろう。ゆえに、標準の中でもデファクト

標準にしなければならない。そして、デフ

ァクト標準化が達成できなかったときは、

色々な方式のインターフェースが市場に残

るように策を講じておかなければならな

い。 
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 パーソナルコンピューターと CPU 

インターフェースの標準に関し、下流側

はデファクト標準にしなければならないこ

とを説明した。では、どのようなやり方で

あれば下流側をデファクト標準化できるの

であろうか。そこで、成功事例を見ていく

ことにしよう。 

1970 年頃のコンピューターは、小さなも

のでも、図書館の本棚のような大きなラッ

クに格納されているものであり、所有して

いるのは大企業や電子分野の研究所などに

限られていた。このような時代において、

米国の MITS 社（Micro Instrumentation and 

Telemetry Systems）が個人用のコンピュータ

ー、Altair8800 を発売した。Altair8800 に

は、CPU（Central Processing Unit：中央演算

処理装置）としてインテル製の 8080 が用い

られていた。その後、米国の Commodore 社

や Tandy Radio Shack 社が個人用のコンピュ

ーターを発売し、CPU は米国の MOS 

Technology 社の MOS6502 や Zilog 社の Z-80

を搭載していた。日本でも、シャープや

NEC などが、個人用のコンピューターを販

売し、米国企業と同じような CPU を搭載し

ていた。そして、これらの CPU のビット数

は 8 ビットであった 

当時、このような個人用のコンピュータ

ー、今でいうパソコン（personal computer）

は、マイクロプロセッサーコンピュータ

ー、略してマイコンと呼ばれていた。マイ

コンを購入した消費者は、どちらかという

と趣味の範囲でマイコンを使っていた。 
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このような状況下において、1981 年に米

国の IBM（International Business Machines 

Corporation）は、16 ビットの CPU を搭載し

た個人用のコンピューター、商品名「IBM 

Personal Computer」、型番号「5150」を発売

した。マイコン事業に新規参入したのであ

る。ただし、IBM は後発として参入したた

め、新しい市場を開拓しようとした。趣味

の範囲で使われていたマイコンを、企業が

業務で使う機器として売り出したのであ

る。IBM Personal Computer が販売台数を伸

ばしたため、個人用のコンピューターは、

マイコンとは呼ばれずに、パソコンと呼ば

れるようになっていった。 

そして、IBM は業務用の市場を広げるこ

とを目論んだ。特に、IBM-5150 と繋げるこ

とが出来るカセットテープ型の外部記録装

置などの周辺機器や、インストールできる

表計算ソフトなどのソフトウエアを、IBM

と関連性のない企業に、自由に作らせたい

と考えていた。そのために、IBM は IBM-

5150 に用いられている技術を隠さなかっ

た。パソコンの内部の構造や電子回路基

板、インストールされたソフトウエアを、

実質的に誰もが見られるようにしたのであ

る。加えて、IBM-5150 のマニュアルには、

パソコンに用いられている電子回路基盤の

回路図やソフトウエアのソースコードも記

載されていた。特に、BIOS（Basic 

Input/Output System）と呼ばれる、CPU など

を動かす基本的なソフトウエアのソースコ

ードも公開されていたのである。このよう
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な IBM の行為は、その後、オープン戦略と

も呼ばれるようになる。 

ここで留意して欲しいのは、IBM は IBM-

5150 に用いられている技術を誰もが見られ

るようにしただけであって、標準化や技術

指導、特許のライセンス、著作権のライセ

ンスは行っていないことである。したがっ

て、誰もが IBM-5150 と同じ物が適法に造

れるわけではく、著作権の問題が残ってい

る。IBM-5150 にインストールされているソ

フトウエアのソースコードは、著作権法に

よって保護されている。IBM から著作権の

ライセンスを受けていない者が、インスト

ールされているソフトウエアを読んだ後

に、それをコピーしたり、同じようなコー

ドを新たに書き起こしたりすると、著作権

の侵害となってしまう。いわゆるリバース

エンジニアリングだけでは、適法に IBM-

5150 と同じ物を造れないのである。 

この著作権法の問題を解決する手法が開

発された。クリーンルーム設計と呼ばれる

手法である。例えば、二人のプログラマー

が設計にあたり、一人の者が IBM-5150 に

インストールしてあるソフトウエアのソー

スコードを読み、もう一人の者はソースコ

ードを読まない。ソースコードを読んだ者

は、ソフトウエアが実行する機能を把握

し、そして、ソースコードを読んでいない

者へ、ソースコードは伝えずに、ソフトウ

エアが実行する機能だけを伝える。ソース

コードを読んでいない者は、伝えられた機

能を実行し得るソースコードを新たに書き
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起こすのである。こうして新たに書き起こ

したソフトウエアを用いることは、IBM が

有する著作権を侵害することにならない。

著作権侵害が成立する要件の一つである

「依拠性」の要件を満たさないからであ

る。 

もちろん、クリーンルーム設計は誰もが

簡単にできるものではない。高い技術力を

有した技術者に加え、資金も集めなければ

ならない。成功に至るには困難な手法であ

るが、米国のコンパック社や Columbia Data 

Products 社がクリーンルーム設計を用いて

BIOS のソースコードを書き上げることがで

きた。そして、IBM-5150 用として専用設計

されたソフトウエアをインストールして使

うことができるパソコンを製品化した。

IBM-PC 互換機と呼ばれるパソコンであ

る。コンパックらの製品は、一定の消費者

から支持を受けることになり、初年度で

53000 台程の売上台数を記録し、当時とし

てはヒット商品となった。いわゆる、互換

機ビジネスという市場が生まれたとも言え

るだろう。 

銀行などの大企業が使用している大型コ

ンピューター市場を主導していたのは IBM

であった。そして、IBM はパソコン市場に

おいても、主導的立場を維持したいと考え

ていた。そのため、IBM-5150 の改良型の開

発に着手した。IBM-5150 は、16 ビットの

CPU を搭載していたが、パソコン内部でデ

ータを送受信する「バス」と呼ばれる規格

は 8 ビット用に設計されていた。そこで、
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IBM は、1984 年に IBM Personal Computer 

AT 型番号 5170 を発売した。このパソコン

は、16 ビットの CPU を搭載しており、バ

スも 16 ビット用に設計さた AT バスを採用

していた。従来の 8 ビットパソコンと比べ

ると、IBM-5170 はプログラムの処理速度が

格段に速くなっていた。そして、IBM-5170

はパソコン市場を席捲していった。IBM の

パソコン事業の黄金期であった。IBM-5170

や、その改良型の IBM 製パソコンは、IBM-

PC/AT と呼ばれた。そして、コンパックな

どから販売された IBM-PC/AT と互換性を有

するパソコンは、PC/AT 互換機と呼ばれる

ようになる。IBM-PC/AT と PC/AT 互換機は

同じ仕組み、同じ構造であるため、IBM-

PC/AT の仕組みと構造、これはアーキテク

チャーと呼ばれるが、IBM-PC/AT のアーキ

テクチャーがデファクト標準となった。 

時代を IBM-5170 が発売された当時に戻

そう。IBM-5170 の製品化によって、パソコ

ンは本格的な 16 ビットの時代に入ったと言

える。そして IBM-5170 の CPU にはインテ

ルの型番号「80286」が用いられていた。イ

ンテルは、今でこそ米国を代表するような

大企業であるが、IBM-5150 や Intel-80286 が

発売された 1980 年前半頃は、今ほど資本が

豊かな企業ではなかった。急速に拡大する

CPU 市場に対しインテル１社だけでは製品

を供給できないという問題を抱えていた。

IBM は、Intel-8088 や 80286 の生産ライセン

スを第三者に与えること、セカンドソース

とも呼ばれるが、これをインテルに求めて
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いた。そして、インテルの技術指導の下

で、オランダの AMD や日本の日本電気

（NEC）は、インテルの CPU と同じ物を製

造・販売していた。 

このような状況下において、インテルは

32 ビット CPU、Intel-80386 を発売した。そ

して、Intel-80386 に関してセカンドソース

による生産には応じない方針を取った。 

インテルの方針を受けて、困惑したのが

IBM であった。「二社から調達できない部品

は自社製品に採用しない」という IBM の社

内方針があった。これは、IBM 特有のもの

ではなく、多くの大企業が採用している方

針である。したがって、IBM は、32 ビット

CPU である Intel-80386 を調達しなかった。

これに対し、互換機メーカーであるコンパ

ックは、Intel-80386 を搭載した PC/AT 互換

機を発売した。DeskPro386 である。

DeskPro386 は、パソコンの内部のバスは 36

ビットとし、周辺機器へのバスは 16 ビット

とすることで、従前に作られた周辺機器と

の互換性を保ったのである。PC/AT 互換機

であるため、従前に作られたソフトウエア

も適正に作動する。このような工夫を凝ら

した 32 ビット CPU を搭載した DeskPro386

の処理速度は、16 ビットの IBM-PC/AT に

比べると、格段に速かったのである。 
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DeskPro386 の発売から遅れること７カ

月、IBM も Intel-80386 を搭載したパソコン

を発売した。IBM-PC/2 である。この IBM-

PC/2 は、PC/AT のアーキテクチャーを用い

ておらず、MCA と呼ばれるバスを採用し

た。MCA バスは、IBM の特許技術を用い

て設計されていた。そして、IBM は、この

特許を無償開放せずに、厳格にライセンス

する方針を取った。この MCA バスに対抗

するために、米国の AST Research 社やヒュ

ーレットパッカード社、日本のセイコーエ

プソンや日本電気などが共同して、AT バス

を ISA バスとして IEEE において標準化し

た。結果的に、MCA バスも ISA バスも、あ

まり採用されず、AT バスがデファクト標準

を維持しつづけた。ISA バスの標準化は意

味がなかったようにも見受けられるが、

IBM の MCA バスが普及するのを止めると

いう役割を果たしていたと言える。 

加えて、IBM-PC/2 は 1 機種だけ販売され

たのではなく、販売価格が高額な物から廉

価版まで、性能を基準にすると上位機、中

級機、下位機などが販売されていた。その

中で、上位機だけ 32 ビットの Intel-80386

を搭載し、中級機と下位機には 16 ビットの

Intel-80286 が搭載されていた。このように

IBM-PC/2 は、16 ビットと 32 ビットの CPU

を搭載しうる設計であったため、上位機で

あっても 32 ビット CPU の性能を十分に発

揮できなかった。このように、IBM は 32 ビ

ット対応が遅れ、且つ、IBM-PC/2 の性能の

問題が生じていた。 
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そして、BIOS をクリーンルーム設計で書

き起こした米国のフェニックステクノロジ

ーズ社は、BIOS の販売を開始していた。

Intel-80386 を搭載した PC/AT 互換機を、コ

ンパックだけでなく、米国の ALR

（Advanced Logic Research）社や日本の富士

通なども発売した。このような事が相まっ

て、互換機メーカーがパソコン市場におけ

る IBM の牙城を崩していったのである。 

ここで少しまとめてみよう。パソコン市

場を主導していたのは IBM であった。コン

パックなどの互換機メーカーは、IBM のパ

ソコンと同じ物しか造れない存在であっ

た。ところが、インテルの高性能 CPU の出

現によって、互換機メーカーは IBM のパソ

コンと差別化を図ることが出来るようにな

ったのである。この差別化が IBM の牙城を

崩したのであるから、各互換機メーカー

は、どの企業であってもインテルの CPU に

依存して競争することになったのである。

すなわち、パソコン市場へのインテルの影

響力が強くなっていったのである。 

ここまではパソコン市場について、1970

年代から 1980 年代末頃までを、IBM とコン

パックなどの互換機メーカー、インテル、

三つの企業に着目しながら説明した。三つ

の企業に着目したのは、説明の解り易さを

重視したためである。ところが、もう 1 社

着目しなければならない企業がある。パソ

コン市場の拡大に関して重要な役割を果た

したのは、上記三つの企業だけではなく、

米国のマイクロソフトも重要な役割を果た
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していた。もう一度、IBM-5150 まで時代を

遡って、マイクロソフトについて説明して

いこう。 

IBM-PC の始まりである IBM-5150 には、

オペレーティング・ソフトウエア

（Operating System：OS）として IBM PC-

DOS（IBM Personal Computer Disk Operating 

System）が用いられていた。このソフトウ

エアは実質的にマイクロソフトが開発した

ものであった。マイクロソフトは、IBM-PC

専用品として、このソフトウエアを開発し

たが、その後、独自に販売を始めた。この

ソフトウエアが MS-DOS である。互換機メ

ーカーであるコンパックは、クリーンルー

ム設計で BIOS を手に入れ、マイクロソフ

トから MS-DOS を購入することで、PC/AT

互換機に必要不可欠なソフトウエアを揃え

たのである。そして、インテルの CPU のビ

ット数が 16 ビットから 32 ビットへ改善さ

れたのに対応して、マイクロソフトも MS-

DOS を改良し、そして IBM だけでなく、互

換機メーカーへも MS-DOS を販売したので

ある。 

少しまとめると、IBM の牙城を崩したの

は、BIOS のクリーンルーム設計、インテル

の CPU、マイクロソフトの MS-DOS、これ

らを迅速に組み合わせて製品化させた互換

機メーカーの出現、ということが要因にな

るであろう。 

このような状況になると、パソコンの市

場は、IBM-PC/AT と PC/AT 互換機、両方を

含めた PC/AT の市場となり、この中で、
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IBM を含め、コンパックと ALR などが競争

を繰り広げていた。視点を変えてみると、

インテルの CPU とマイクロソフトの MS-

DOS を標準として、価格やデザインなどで

差別化を図る競争になっていったのであ

る。 

そして、1990 年にマイクロソフトからウ

インドウズ 3.0 が発売された。標準の視点

から、ウインドウズ 3.0 が普及した効果を

述べると、パソコンのアーキテクチャーの

違いをウインドウズ 3.0 が吸収したのであ

る。具体的に述べると、欧州や米国におい

て PC/AT 互換機は普及していたが、日本だ

けは普及していなかった。当時、NEC は

PC/AT と異なるアーキテクチャーを有する

16 ビットパソコン、PC9801 を販売してい

た。PC9801 は日本語漢字変換に優れていた

ため、日本で普及していたのである。とこ

ろが、ウインドウズ 3.0 が発売されると、

NEC は PC9801 に OS としてウインドウズ

3.0 をインストールして販売した。そして、

PC9801 向けに作られていた日本語ワープロ

や表計算ソフトウエアも、ウインドウズ 3.0

対応に改良された。そうすると、既存の

PC9801 ユーザーは、操作方法を覚えたソフ

トウエアのノウハウを捨てることなく、

PC9801 から PC/AT 互換機に乗り移れるよ

うになったのである。すなわち、パソコン

ユーザーのスイッチングコストが小さくな

ったのである。NEC PC9801 のデファクト

標準化が終焉し、PC/AT 互換機が日本市場

を一瞬にして席捲したのである。 
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当時の日本、国別 GDP において 2 位とい

う大きな市場も、ウインドウズ 3.0 の出現

によって PC/AT 互換機のデファクト標準化

が行われたのである。このようにして、欧

州、米国、日本という大きな三つの市場は

インテルとマイクロソフトの依存度が高く

なっていった。これが、ウインテル時代の

始まりである。 

PC/AT 互換機のアーキテクチャーの中

に、CPU とマザーボードと呼ばれる電子回

路基板がある。CPU の外形は薄い四角形で

あり、面の裏側には生け花に用いる剣山の

ように無数の針が備わっている。この針は

「ピン」と呼ばれている。マザーボードに

は CPU を装着できるような受け口、ソケッ

トと呼ばれるものが配置されており、CPU

のピンの配置に対応するようにソケットも

配置されている。例えば、Intel-80386 用の

マザーボードには、Intel-80386 のピン配置

に対応したソケットが設けられていた。 

当時、マザーボードは、IBM やインテル

だけでなく、日本や台湾の企業が製造して

いた。これら各企業が製造したマザーボー

ドに Intel-80386 を取り付けて、最終製品で

あるパソコンとして出荷されていた。この

ようにインテルが CPU を独占している状況

下において、米国の Chips and Technologies

社や Cyrix 社などがピン互換 CPU と呼ばれ

る製品を販売した。Intel-80386 のピン互換

CPU を例にして説明すると、Cyrix などが

造った CPU であって、ピンを Intel-80386 と

同じ配置にし、Intel-80386 専用に作られた
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マザーボードに取りつけられるようにした

ものが、互換 CPU である。このようなイン

テルの CPU を標的としたピン互換 CPU を

製造する企業が増え、インテルは価格競争

に巻き込まれ始めていた。 

そこで、インテルは 1997 年にピン配置に

関する特許技術を用いた CPU を発売した。

それが PentiumⅡである。インテルのピン配

置の特許は、当時の技術水準からみても驚

くほどの技術的な飛躍は無い内容であっ

た。単に、ピンを特定の位置関係にするこ

とが明記され、この位置関係であれば電圧

が安定するという内容であった。技術的に

着目されるような特許ではなかったが、こ

の特許を迂回してピン配置が同じ互換 CPU

を造ることは、実質的に不可能であった。

そして、インテルは、ピン配置の特許を他

社にライセンスすることは無かった。した

がって、PentiumⅡ以降、インテルが発売し

た CPU に対し、ピン互換 CPU を造る企業

は現れなかった。こうして、ピン互換 CPU

というビジネスは消えていった。 

その後、PC/AT 互換機用の CPU 市場はイ

ンテルが独占したかというと、1 社だけ競

合企業が存在した。オランダの AMD 社で

ある。インテルはピン互換 CPU を造ってい

た競合他社を買収して、実質的に競合他社

を排除する経営手法を用いていた。AMD も

ピン互換 CPU を造っていたときもあった。

インテルが AMD を買収しなかったのは、

独占禁止法対策だと言われている。もちろ

ん、AMD はインテルのピン配置の特許を侵
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害せずに CPU を造らなければならず、対応

するマザーボードも台湾企業に造ってもら

わなければならなかった。したがって、

AMD の CPU を搭載したパソコンは、イン

テル製 CPU 搭載パソコンと比べると、コス

ト高となる。この条件でインテルに勝つた

めに AMD はインテルよりも相対的に安い

価格で CPU を発売し、そのコスト差を吸収

しようとしている。 

少しまとめると、インテルは「インテル

製の CPU を使う」ということをデファクト

標準とし、次に、インテル製の CPU とマザ

ーボードを繋ぐピン配置、言い換えると

CPU とマザーボードのインターフェースを

特許で保護した。すなわち、サプライチェ

ーンにおいて、自社の置かれる位置より下

流側のインターフェースのデファクト標準

化を成し遂げたのである。 

下流側のインターフェース標準を作り上

げたインテルは、次にどのような手を打っ

たのであろうか。かつて IBM が用いたオー

プン戦略によって、マザーボードの価格競

争を激化させたのである。 

1997 年頃、インテルは PC/AT 用のマザー

ボードも製造していた。当然に、自社製の

CPU を搭載して、デルやヒューレッドパッ

カードなどのパソコンメーカーに販売して

いた。そして、新型や改良型の CPU を発売

すると同時に、これに対応したマザーボー

ドも製造し、パソコンメーカーに供給し

た。ただし、このマザーボードは、電子回

路や使用部品が丁寧に並べられ、回路図に
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すると理路整然とした理解し易いものであ

った。すり合わせ技術を使えば、より高性

能のマザーボードは、技術者であれば設計

し、生産できる可能性を残していた。そう

すると、台湾企業がパソコンの、より詳し

くはマザーボードのリバースエンジニアリ

ングを行い、インテルと同じ物を造るだけ

でなく、より高性能のマザーボードの生産

を開始した。その後、インテルを巻き込み

ながら、台湾企業同士で価格競争を繰り広

げた。 

現在、インテルはマザーボードを造って

いない。2015 年頃にマザーボード事業から

撤退している。おそらく、インテルはマザ

ーボード事業で利益を挙げたことはないだ

ろう。なぜ、インテルは撤退することなく

マザーボード事業を続けたのだろうか。ど

ちらかというと、インテルは CPU 事業に資

金や人材などの経営資源を集中している。

それを表すように、1985 年には利益を挙げ

ていた半導体メモリの製造・販売から撤退

している。 

インテルがマザーボードの製造・販売を

続けていたのは、台湾企業にマザーボード

の技術を見せるために製造していたと考え

られている。2000 年代初頭、先進国企業と

比べると、台湾企業の技術力は低かった。

台湾企業だけで、迅速に設計、開発する能

力は無かったのである。そこで、台湾企業

がリバースエンジニアリングを行いやすい

ように、インテルはマザーボードの製造・

販売を続けていたと言われている。なぜな
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ら、台湾企業が製造したマザーボードに搭

載される CPU はインテル製だからである。

マザーボードに価格競争が起こりパソコン

の値段が下がった方がパソコンの販売数量

は多くなるため、インテルは販売価格を下

げることなく CPU の販売数量を伸ばすこと

ができるのである。 

インテルは、バスも標準化して、マザー

ボードだけでなく、グラフィックボードな

ど周辺機器に用いる電子回路板においても

価格競争が起きるように工夫を凝らしてい

る。このようなインテルのやり方を、リフ

ァレンスモデルと呼ぶ識者もいる。 

このようにして、インテルは下流側だけ

インターフェースを標準化し、それだけで

はなく、リファレンスモデルを用いながら

下流側へ新興国企業の参入を促したのであ

る。 

ここで、インターフェース標準とモジュ

ール化という視点からインテルの事例をま

とめてみよう。先に述べたように、一つの

製品の中で、インターフェース標準を作る

と、製品のモジュール化が進む。そして、

それぞれのモジュールの中で競争が激化す

ることになる。しかし、モジュール化を達

成した後にも利益を得るためには、一つの

モジュールについて特許を用いて独占する

必要がある。そして、独占するにしても、

一つのモジュールに一つのインターフェー

ス標準しかないもの、スライドの図で右

端、あるいは左端のモジュールであるが、

このモジュールのインターフェースに用い
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られる技術を特許によって独占すること

が、効果的である。 

この節を終わるにあたり、少しまとめて

見よう。ビジネスにおいて、光コネクタか

ら岩谷産業の事例で説明してきたように、

サプライチェーンの中で、自社が位置する

所より上流側のインターフェースは、調達

コストを下げるために標準化により価格競

争を起こすべきである。一方で、インテル

の事例で説明したように下流側のインター

フェースはデファクト標準とすべきであ

る。 

この上流側と下流側で標準化の対応を変

えることは、あくまでも自社からの視点、

サプライチェーンの中間に位置する企業か

らの視点である。そして、留意すべきこと

は、このような標準化を上流側の企業は、

そして、下流側の企業は、どのように考え

ているかである。 

インテルの事例で説明したように、自社

から見れば下流側のインターフェースをデ

ファクト標準化すべきであるが、下流側の

企業からすれば、そのインターフェースを

コンセンサス標準化したいと考えている。

コンセンサス標準化して複数の部品会社が

価格競争を繰り広げた方が、購買コストを

下げることが出来るからである。すなわ

ち、デファクト標準化するか、あるいは、

コンセンサス標準化するのかという争いに

なる。この争い、コンセンサス標準化した

後に、デファクト標準化することは、実質

的に不可能であろう。加えて、争いになっ
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た時点で、下流側の企業はデファクト標準

化を阻止する行動を採るであろう。一方

で、デファクト標準化した後で、これを崩

すことは非常に難しい。すなわち、インタ

ーフェースの両側に位置する企業同士で、

どちらが先に動いて、どちらが先に標準化

を達成するかという、先後の争いになる。 

では、日本企業は欧米企業に対し、どの

ように対応していたかということを説明し

よう。上流側の欧米企業がインターフェー

スのデファクト標準化を達成し、欧米企業

の製品がデファクト標準となった後に、日

本企業は欧米企業の製品と同じ物を製造・

販売していた。もちろん、欧米企業の製品

と比べると、価格も安く、改良品の提供も

早く、供給量も潤沢に提供していた。これ

が日本企業の競争優位な点であった。こう

して、日本は GDP で西ドイツを抜き、世界

の製造業の主流に躍り出ていったのであ

る。 

では、今日の新興国企業は、日欧米の先

進国企業に対し、どのような対応を取って

いるのであろうか。先進国企業と比べる

と、新興国企業の開発・生産などの技術レ

ベルは低いことは事実であろう。この事実

を把握している新興国企業は、デファクト

標準化された製品の性能より、もう少し低

い性能にて標準化の提案をする場合が多

い。 



 

188 

すなわち、先進国企業がデファクト製品

にて提供する最先端の技術ではなく、少し

後退した技術で標準化し、市場を分かちあ

いましょうと提案するのである。当然、先

進国企業が合意できる提案ではない。しか

し、下流側に居る企業、部品を調達する企

業からすれば、調達コストが下がるため、

おいしい提案である。この背景にあるの

は、先進国企業のデファクト製品は、オー

バースペックになっていることが多いから

である。下流側の企業は、デファクト製品

が提供するような高度な製品を望んでいな

いことがある。言い換えると、もう少し低

いレベルでかまわないので、もっと安価で

供給して欲しいと考えている場合がある。

このような場合、下流側の企業は、先進国

企業であっても、新興国企業の標準化の提

案を支援する。標準化が達成されると、人

件費などの生産コストが安い新興国企業が

競争優位になってしまう。先進国企業が席

巻していた市場は、あっという間に、新興

国企業に奪われてしまう。 

このようなことは、現在、プラスチック

などの化学品や、アルミ、鋼材などの材料

の分野で数多く起こっている。日本の材料

は、高度な生産技術により高品質な材料を

世界各国に輸出したり、現地生産したりし

ている。世界各国の企業から日本製は信頼

されているが、新興国企業の少し低めの品

質や精度の材料であっても、最終製品とし

て問題が生じない場合が多い。そのような

低い技術水準において、今日、標準化がな
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されているのである。このような標準化

に、どのように対策をとるかというのが、

日本企業にとっての喫緊の課題である。 

 競争による市場の広がり  

説明が前後してしまうが、岩谷産業のカ

セットボンベの事例にて、価格競争を起こ

すことによって市場が広がり、シェアも下

がるが、市場の広がりが非常に大きければ

利益が生まれることを説明した。インター

フェース標準の事例ではないが、このよう

なシェアが下がったが、利益が生まれた事

例を説明しよう。 

 タブレット型の携帯電話 

シェアは下がったが、利益が生まれた事

例として、米国の Apple のタブレット型の

携帯電話が挙げられる。 

2007 年、Apple はタブレット型携帯電

話、iPhone を発売した。今ではスマートフ

ォン、スマホと呼ばれる製品である。

iPhone は、他の携帯電話と比べると、優れ

た機能を有していたため多くの消費者に受

け入れられ、そして他社は同じような製品

を造っていなかったため、スマホ市場のシ

ェア 100%となった。その後、どのようにな

ったかと言うと、ご存知のとおり、韓国の

サムソンや中国の華為技術（Huawei 

Technologies）などがアンドロイド系と呼ば

れるスマホを発売した。iPhone の市場シェ
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アは 15%前後まで下落した。このような現

象は、Apple から見ても当然のことであ

る。当時の二つ折りの携帯電話に比べる

と、iPhone のような優れた製品であれば、

各社が同じような製品を製造・販売するの

は当然である。各社が追従して来ないよう

な製品というのは、実は魅力のある製品で

はないということになる。もちろん、スマ

ホに用いられている技術を徹底的に特許で

保護し、他社が造れないようにすることも

可能かもしれない。しかし、それよりも他

社が造れるようにして、市場を広げた方

が、Apple の利益は増えることになる。ビ

ジネスとしてはおいしいのである。 

 液晶パネル材料 

市場を広げるための活動として有効なの

が「標準化」である。ところが、市場を広

げる活動も、いつかは終わりを迎える。消

費者に製品が行き渡ると、市場は広がらな

くなる。そして、市場の中で製品が飽和し

た状態になってしまう。例えば、スマホな

どは、成人した、あるいは 15 歳以上の国民

一人ひとりが、一台ずつ持ってしまえば、

それ以上は広がらないだろう。それが限度

である。 

このように市場の広がりが止まった時、

市場が飽和した時に、どの程度のシェアを

保持しているかというのは、利益を挙げる

上で重要なポイントである。その理由を液

晶パネルの事例を基に説明しよう。 
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液晶パネルに用いられている部品や材料

を、大雑把に 21 種類に分けたグラフをスラ

イドに示している。興味深いことに、概

ね、販売数量の多い上位 3 社で市場の殆ど

を占めている。4 社以上の会社で市場を分

け合っている部品や材料というのは、どち

らかというと少ない。 

市場が飽和すると、3 社で市場を分け合

う方が 3 社とも長期的な利益が得られる、

幸せな形である。したがって、液晶パネル

の材料だけでなく、飽和した他の事例の市

場を見ると、3 社でシェアを分け合ってい

る場合が多い。なぜ 3 社なのだろうか。 

IBM の事例で説明したように、規模の大

きな企業では、複数調達という方針を取る

場合が多い。部品などを 2 社から調達する

のである。部品会社の工場が水害や火災な

どで操業が停止した場合であっても、他の

1 社を確保していれば、部品供給に関し大

きな問題は生じないからである。 

このため、市場に 2 社しか供給者がいな

い場合、全ての調達者がこの 2 社から購入

することになり、価格支配度が高くなるた

め、独占禁止法に抵触しやすくなるのであ

る。 

したがって、市場を 3 社で分け合うの

が、ユーザーの都合も考慮し、法律上の問

題も生じにくく、長期的に安定的に利益が

得られるのである。ただし、3 社で市場を

占めていても、利益を得られるのは、販売

数量が 1 位と 2 位の企業だけとなり、3 位

の企業は殆ど儲からないことが多いことに
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注意する必要がある。3 社目はなんとか市

場に踏みとどまっているという状態とな

る。 

すなわち、最終的に上位 2 社に成れる体

力や技術力がなければ標準化してはならな

いのである。標準化して競争を戦い抜くの

であれば、上位 2 社に入れる目算がなけれ

ばならない。2 社となれないのであれば、

標準化はせずに特殊なものを造る、ニッチ

なものを造る、そのようなやり方で市場の

中で生き残るということを考えなければな

らない。 

また、標準化をすると、沢山の企業によ

って競争している状態から、3 社だけで市

場が寡占状態になる期間を短くするという

効果がある。言い換えると、3 社の寡占状

態に至る速度を上げるともいえる。標準化

をすると、直ぐに価格競争になり、体力の

ない企業は撤退し、あっという間に 3 社だ

けの市場になるからである。このように、

速度が上がることも留意しなければならな

い。 

なお、上記では 3 社と説明したが、これ

は部品や材料の市場の場合である。設備に

関しては 2 社に落ち着くことが多い。設備

は複数調達できないから、2 社あれば競争

環境が十分に保てるからである。  
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 演習７と８  

本章の演習は、二つの事例を考えてみよ

う。 

一つ目の事例は、QR コードの標準化であ

る。QR コードが標準化に成功した理由は何

であろうか。QR コードを開発した企業はど

こで利益を得ているのか、どこが強みなの

かを考えて欲しい。 

二つ目の事例は、初音ミクである。初音

ミクと標準化、関係があるのか、無いの

か、直ぐに思い浮かばないかもしれない。

まずは、その疑問点から考えてみて欲し

い。そして、初音ミクのどこが標準化され

ているのか。なぜその標準化がビジネスに

大きな影響を与えたのか。初音ミクと同じ

ような製品はあるのか、ということも考え

て欲しい。 

QR コードも初音ミクも、本章で取り上げ

ていない、説明していない事例である。自

分自身で深く考えて欲しい。 
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